
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 千葉県 市川市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費
人件費に係る経常収支比率は、34.6％と類似団体の平均値に比べ高い水準となっている。これはラスパイレス指数が高いこと、平成10年度まで行政需要の拡大に
対し職員採用をもって対応し、保育園、社会福祉施設など市直営で行ってきた行政サービスがあることから、職員数が類似団体の平均値より多いことなどが要因で
あり、行政サービスの提供方法の差異によるものと言える。ただし、19年4月から施行した給与水準の引き下げや指定管理者制度導入に伴う委託化の進展などに
より、.類似団体との格差は前年度より縮小してきており、今後、徐々に逓減していくものと見込んでいる。

物件費
物件費に係る経常収支比率は21.9％と類似団体の平均値に比べ高い水準となっている。これは公立保育園などの直営施設や各種事業に携わる定数外職員の賃
金が類似団 体に比べ多くなっていること。また、施設管理の委託化やシステム構築費等のＩＴ関連経費の増加等によるものである。物件費については、平成17年度
以降連続した比率の上昇が認められることから、委託内容等の精査を進め費用の削減に努める。

扶助費
扶助費に係る経常収支比率は9.4％と類似団体の平均値に比べ1.3ポイント低い水準となっている。これは、生活保護費などに係る負担が地域的な特性等により類
似団体に比べ低率となっていることなどが主な要因であるが、平成17年度以降連続した比率の上昇が認められるため、過度に財政を圧迫することがないよう努め
ていく。

公債費
財政健全化緊急３カ年計画（平成11年度～13年度）での市債発行の抑制、繰上償還の実施、また、第２次及び第３次財政健全化計画における将来債務を累増させ
ない範囲内での市債活用に取り組んだことなどにより、公債費に係る経常収支比率は9.8％と類似団体の平均値を4.3ポイント下回るものとなっている。今後とも、償
還費用が財政を圧迫することのないよう、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業選択などに留意し、将来債務を累増させない範囲内での市債活用に努める。

補助費等
補助費等に係る経常収支比率は3.6％と類似団体の平均値に比べ低い水準となっている。これは、平成15年9月に補助金支出の妥当性を審査するための基準とし
て「市川市補助金の交付に関する基準」を制定し、以降、同基準に基づき全庁的に補助金交付の適正化に努めてきたことなどによるものである。今後も、引き続き
全補助金を対象とした継続的な見直しに努める。

その他
その他に係る経常収支比率は9.6％と類似団体の平均値に比べ低い水準となっている。これは、資格の適正化や地域的な特性などにより、国保会計、介護保険会
計等に対する繰出額が類似団体に比べ低額となっていること。また、本市内に建設を予定する東京外郭環状道路等との兼ね合いから、下水道整備の大幅な進捗
がなかったことなどにより、同事業に対する繰出金が類似団体に比べ低額となっているのが主な要因である。公営事業会計については、独立採算が原則であるこ
とから引き続き普通会計からの負担額を減少させるよう努める。

普通建設事業費
各年度における決算額・増減率は実施事業の差異によって様々となっているが、過去5年間における平均をみてみると、人口１人当たりの決算額は、類似団体に比
べ単独分で3,639円、普通建設事業費全体で3,098円余り上回る決算額となっている。
これは主に、本八幡A地区再開発事業、市川駅南口再開発事業、浦安市川市民病院民営化事業などの都市基盤整備事業の進捗によるものである。なお、公債費
比率、実質公債費比率については、近年、逓減傾向を示しているところであるが、引き続き、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業選択に留意し、事業展開を
図っていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 31,063,904 67,291 61,823 8.8
賃金（物件費） 2,136,967 4,629 3,049 51.8
一部事務組合負担金（補助費等） 2,738 6 1,103 ▲ 99.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 186,852 405 717 ▲ 43.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 1,430,446 3,099 2,459 26.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 726,735 1,574 1,011 55.7
▲退職金 ▲ 2,972,897 ▲ 6,440 ▲ 7,741 ▲ 16.8
合計 32,574,745 70,563 62,421 13.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.64 5.89 0.75
ラスパイレス指数 104.0 101.7 2.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

8,419,708 18,239 27,462 ▲ 33.6

積立不足額を考慮して算定した額 - - 8 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

66,666 144 77 87.0

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,496,872 3,243 6,800 ▲ 52.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 1,488 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,411,533 3,058 2,610 17.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 6 -

▲特定財源の額 ▲ 3,381,023 ▲ 7,324 ▲ 8,800 ▲ 16.8
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 7,258,806 ▲ 15,724 ▲ 20,233 ▲ 22.3

合計 754,950 1,635 9,418 ▲ 82.6

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

11,185,594 24,687 ▲ 26.6 32,735 107.5 ▲ 134.1

うち単独分 8,809,450 19,443 ▲ 23.2 23,112 82.2 ▲ 105.4

12,326,006 27,095 9.8 30,496 ▲ 6.8 16.6

うち単独分 9,166,222 20,149 3.6 20,327 ▲ 12.1 15.7

14,580,921 31,866 17.6 31,404 3.0 14.6

うち単独分 8,850,588 19,343 ▲ 4.0 20,611 1.4 ▲ 5.4

16,729,427 36,344 14.1 35,872 14.2 ▲ 0.1

うち単独分 6,393,280 13,889 ▲ 28.2 21,259 3.1 ▲ 31.3

15,407,201 33,375 ▲ 8.2 38,349 6.9 ▲ 15.1

うち単独分 7,791,253 16,877 21.5 22,585 6.2 15.3

過去５年間平均 14,045,830 30,673 1.3 33,771 25.0 ▲ 23.7

うち単独分 8,202,159 17,940 ▲ 6.1 21,579 16.2 ▲ 22.3
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